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技術者資格登録制度 検討経緯等

「今後の社会資本の維持管理・更新のあり方」

国土交通大臣より諮問平成２４年 ７月

平成２５年１２月
今後の社会資本の維持管理更新のありかたについて 答申
本格的なメンテナンス時代に向けたインフラ政策の総合的な充実～キックオフ「メンテナンス政策元年」～

社会資本整備審議会、交通政策審議会 答申

社会資本整備審議会、交通政策審議会

平成２６年 ３月
１．点検・診断に関する資格制度の確立

技術部会 引き続き検討すべき４項目を決定

平成２６年 ４月
点検・診断に関する資格制度の確立を優先課題として決定

社会資本ﾒﾝﾃﾅﾝｽ戦略小委員会 資格制度の検討に着手

平成２６年１１月

「社会資本ﾒﾝﾃﾅﾝｽの確立にむけた緊急提言：民間資格の登録制度の創設」の
提言・公表

技術部会 「緊急提言：民間資格の登録制度の創設」提言

公共工事に関する調査及び設計等の品質確保に資する技術者資格登録規程の告示

平成２６年 ８月

技術者資格制度小委員会 計画・調査・設計分野の資格制度の検討に着手

1
公共工事に関する調査及び設計等の品質確保に資する技術者資格登録規程の
一部を改正する告示

平成２７年１０月



技術者資格登録制度 答申※1に位置づけられた資格制度の方向性について
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※1 社会資本整備審議会・交通政策審議会
「今後の社会資本の維持管理・更新のあり方について 答申」（H25,12月）

第４章２．（７）

施設の点検・診断、評価、設計及び修繕等を適切に評価するための技術者・技能者の
育成・支援、資格制度の確立

業務委託先企業においては、点検・診断作業を確実に実施し、点検・診断、設計及
び修繕等の業務を適切に履行できる技術者・技能者の育成が重要であり、そのた
めの資格制度の確立・活用を図るべきである。具体的には、以下の取組を行うべき
である。

≪資格制度に係る提言≫
・点検や診断に関する資格制度の確立を図る。
・現在、様々な民間及び大学機関において、維持管理に関する研修・ 資格認定が
行われているが、これら民間資格の活用あるいは新たに必要な資格について検討
を行う。
・加えて、例えば、これらの資格を公的に評価する機関を設置し、当該機関により認
められた資格の取得者にこれらの業務を履行させることを推進するなど、点検や診
断に関する資格に対して、一定の水準の確保とその活用のあり方について検討する。



技術者資格登録制度 資格制度の構築の必要性

＜国及び地方公共団体の業務の現状と課題＞

○インフラの急速な老朽化により、必要となる業務の多くが外部委託。

○外部委託において必要な能力を有する技術者を適切に配置できないと、品質の低下を招くおそれ。

＜改正品確法＞第２４条第３項
・公共工事に関する調査及び設計に関し、その業務の内
容に応じて必要な知識又は技術を有する者の能力がそ
の者の有する資格等により適切に評価され、十分な活
用が図られるよう、（中略）資格等の評価の在り方等に
ついて検討を加え（略）

＜インフラ長寿命化行動計画＞体制の構築
・維持管理・更新に必要となる技術力を確保するために
資格制度の充実を図る。

＜緊急提言＞維持管理分野以外の業務範囲への展開等
○調査、計画、設計と維持管理分野は、表裏一体の関係にあ
り、密接に関連。
・維持管理を適切に実施していくためには、どのような設計
に基づいて建設されてきたか
・新設にあたっては、建設後、どのように機能維持されるか

○技術者の高齢化と経験豊富な技術者の急激な減少による
担い手の確保とともに、その質の確保が喫緊の課題

業務を適切に実施（品質の確保）していくためには、民間資格を適切に評価する仕組みを構築・活用し、
所要の知識・技術を有する者を確保する必要。

インフラの急速な老朽化

3



測量
（地質）
調査

設計
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工事
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（概念図）

発 注

計画

発 注

（測量法）

計画・調査・設計分野における
技術者の民間資格の登録制度

維持管理分野における
技術者の民間資格の登録制度

○施設等の対象 ： 国土交通省所管の社会資本分野。
○業務の対象 ： 工事完成後の点検、診断等に加え、計画、調査、設計分野も対象

（測量を除く）。

（ 都道府県、 市町村 ）

調査

技術者資格登録制度 技術者資格登録制度が対象とする業務範囲
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技術者資格登録制度「社会資本メンテナンスの確立に向けた緊急提言：民間資格の登録制度の創設」の概要
（平成２６年８月２２日社会資本整備審議会・交通政策審議会技術分科会技術部会）

社会資本のメンテナンスに関する民間資格の登録制度の創設について、速やかに講じるべき措置の
内容及び今後の検討課題を緊急提言としてとりまとめたもの。

主旨

（１）対象施設
・当面検討を急ぐ所管施設から検討を進め
段階的に拡充を図る。

（２）対象業務
・維持管理に関する一連の業務（点検、診
断、補修設計等）において、民間事業者に
外注を行っている業務で、当面検討を急
ぐものから検討を進め、段階的に充実を
図る。

（３）対象業務の技術水準
・一般的な施設の点検・診断等の業務の実
施にあたり、通常必要とする技術水準を
検討の対象とする。

（４）対象技術者のレベルに応じた評価

・技術者（管理技術者、担当技術者）のレベ
ルに応じた知識・技術の明確化。

３．資格制度の対象とする施設等
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（１）民間資格の登録要件の設定等
①登録区分は標準的な発注業務単位を
勘案する
②一定の登録期限（概ね５年程度）を設
ける
③登録にあたっての確認事項
・団体の運営管理体制
・資格試験等の運営・審査体制
・資格付与試験等で求める技術的事項
・資格取得者の管理体制
・資格取得後の更新規定
・資格の消除規定

（２）民間資格の登録後の運用
①申請内容に変更が生じた場合の報告
の聴取
②資格の運営状況を定期的に把握
③登録要件を満たさなくなった場合等に
おける登録の取消

（１）登録要件並びに点検・診断等に必要な
知識・技術の明確化

（２）民間資格を対外的に広く募集（公募）

（３）第三者の意見を踏まえた民間資格の評

価・登録

（４）登録資格を広く周知（公示）

（５）登録された民間資格の積極的な活用

登録規定に採用した主な事項※（緊急提言より抜粋）

４．民間資格の登録要件等 ５．民間資格の評価・登録のプロセス



④登録要件を満たす民間資格を登録

①点検・診断等の業務に必要な知識・技術を登録要件として明確化

＜民間資格の登録等のプロセス＞

国土交通省が業務内容に応じて必要となる知識・技術を登録要件として明確化し、登録要件等に適
合すると評価された既存の民間資格を登録する登録規程を国土交通大臣が告示。

②民間資格を公募

③民間資格を業務内容に応じた必要な知識・技術を有するか評価

外注業務において登録された資格を活用

技術者資格登録制度
「公共工事に関する調査及び設計等の品質確保に資する技術者資格登録規程」の概要①

技
術
者
資
格
制
度

小
委
員
会

評価案に
対する
意見聴取

国
土
交
通
省

評
価
案

登録規程の枠組み

道路 砂防 ○○

橋梁（鋼橋）
橋梁（コンクリート

橋）
トンネル 砂防設備 ○○

点検
道路橋（鋼橋）の点検業務の実施にあたり、道路法施行規
則第４条の５の２に定められた事項（健全性の診断を除く）
を確実に履行するために必要な知識及び技術

・・・ ・・・ ・・・ ・・・

診断 ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・

道路 砂防 ○○

橋梁（鋼橋） 橋梁（コンクリート橋） トンネル 砂防設備 ○○

点検
○○技能士
○○診断士

○○技能士
○○診断士

○○技能士
○○診断士

○○技能士
○○診断士
○○技術士

・・・

診断 ・・・ ・・・ ・・・ ・・・
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技術者資格登録制度
「公共工事に関する調査及び設計等の品質確保に資する技術者資格登録規程」の概要②
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【申請期間】
平成27年10月19日（月）～平成27年12月11日（金）

平成２６年度から運用している「点検・診断等業務」の対象施設を拡大するとともに、
新たに「計画・調査・設計業務」を本制度の対象に加えることとし、技術者資格登録
規程の一部を改正（平成27年10月16日）し、公募を行った。

施設分野等 業務 知識・技術を求める者 必要な知識・技術 確認すべき資格付与試験等の要件

空
港
施
設

点検・診断等
業務

点検・診断
業務の管理及び統括
等を行う者
（管理技術者）

滑走路、誘導路及びエプロンの点
検・診断業務の実施にあたり、施設
の管理における保安上の基準に関
する法規等に加え、的確な点検・診
断手法により、異常の程度を適切
に評価するために必要な知識及び
技術に加え、業務の管理及び統括
を行う能力

空港の設置基準に関する法令及び空港の舗装補修等の基準に関する知識を有することを
確認するものであること

空港舗装の点検技術、点検方法等に関する知識を有することを確認するものであること

航空機の特性及び舗装材料等に関する基礎知識を有することを確認するものであること

点検・診断に関しての実務経験を有することを確認するものであること

設計
(維持管理)

業務の管理及び統括
等を行う者
（管理技術者）

滑走路、誘導路及びエプロンの修
繕・更新設計業務の実施にあたり、
施設の管理における保安上の基準
に関する法令等に加え、設計条件
を整理し、的確に設計へ反映するた
めに必要な知識及び技術に加え、
業務の管理及び統括を行う能力

空港の設置基準に関する法令及び空港の舗装補修等の基準に関する知識を有することを
確認するものであること

航空機の特性及び舗装材料等に関する基礎知識を有することを確認するものであること

舗装の修繕・更新に関する設計条件を整理し、的確に設計へ反映する能力を有することを
確認するものであること

修繕・更新設計に関しての実務経験を有することを確認するものであること

計画・調査・
設計業務

計画・調査・設計

業務の管理及び統括
等を行う者 （管理技
術者） ・業務の技術
上の照査を行う者
（照査技術者）

空港土木施設の計画・調査・設計
業務を確実に履行するために必要
な知識及び技術に加え、これらの業
務の管理及び統括を行う能力

空港土木施設に係る法令に関する知識を有することを確認するものであること

空港土木施設の計画・調査・設計に関する専門的知識を有することを確認するものである
こと

空港土木施設の計画・調査又は設計業務に関しての実務経験を有することを確認するもの
であること



登録資格
公示

登録等の流れ

民間資格の
保有者

資格保有者の

技術力の維持向上
のための措置

国

登
録
要
件
の
適
合
確
認
・
登
録

（例）
○法令、技術基準等に関する知識
○工学的基礎知識
○経験
○点検技術・点検方法に関する知識
○診断技術・診断方法に関する知識
○補修設計技術・補修設計方法に関
する知識

○計画・調査・設計に関する知識

登録申請

○資格付与試験等を一回以上実施した実績
○資格付与試験等の安定的な実施
○受験条件が、広く一般に公表されていること
○特定の者に利益を与えるものでないこと
○資格付与試験等が別表の第一欄から第五欄に掲げる要件
を満たす内容を有すること

○試験問題の作成及び合格者の判定等にあたる者に、教授、
准教授又は博士の学位を授与された者が含まれること

○合格者の登録及び証明等について、管理番号を記載した
証明書等の交付

○合格者の知識及び技術の維持向上のための措置
○登録の抹消等のための適切な審査手続

講習、研修の受講、
CPDの取得等

※５年毎の
登録更新

申請者（資格付与事業等の実施主体）

対象施設・業務に応じて設定

登録規程（登録要件の明確化）

大臣告示

登録要件 施設分野、業務、知識・技術を求め
る者の区分毎の必要な知識・技術

○過去５年間の実績に基
づき、申請書類（様式、
誓約書、添付書類等）を
作成

○申請の次年度以降５年間、
登録要件に適合した資格
付与試験等を毎年１回以
上実施

資格の活用

発注者

○業務の入札参加要件に登録資格を設定

○業者選定時に登録資格保有者を適切に評価

技術者資格登録制度
「公共工事に関する調査及び設計等の品質確保に資する技術者資格登録規程」の概要③
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【検討中】



技術者資格登録制度 技術者資格登録
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技術者資格登録（平成２８年２月２４日）

資格の名称 空港土木施設点検評価技士 ＲＣＣＭ（港湾及び空港）

資格が対象とする区分

施設分野 空港施設 空港

業務 点検・診断 計画・調査・設計

知識・技術を求める者 管理技術者 管理技術者・照査技術者

資格付与事業又は事務を行う者
一般財団法人
港湾空港総合技術センター

一般社団法人
建設コンサルタンツ協会


